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１. はじめに
　安倍内閣によるアベノミクスでは、金融政策、
財政政策、成長戦略の３つを基本方針とし、こ
れらはまとめて「三本の矢」と表現されていま
す。この矢の一つである成長戦略の中で、安倍
晋三首相は「農業を成長分野と位置付け、産業
として伸ばしていく」との意向を示しました。
また、環太平洋戦略的経済連携協定（TPP）交
渉も大詰めを迎える中、日本の農作物の品質や
安全性などが、アジア地域の富裕層などから高
い評価を得るなど、日本の農業は国内外から注
目を集めるようになりました。
　しかし、日本の農業は、戦後の産業構造の
変化や食生活の欧米化などにより衰退し続け、
2012年度の食料自給率（カロリーベース）は
40％を切っています（図表１）。

　その一方で、国内における農産物直売所や市
民農園の数は年々増加しており、農産物や農業
に対する関心は、特に、自然に接する機会の少
ない都市部の住民の間で高まっています（図表
２）。

　多摩地域においても、農業は新鮮で安全な農
作物の供給だけでなく、緑地空間の提供や地域
住民の交流の場として、まちづくりの重要な役
割を担っているものの、都市化の進展や後継者
不足により、耕地面積や農家数の減少が問題と
なっています。
　そこで、本調査では、多摩地域の農業につい
て、現状を把握するとともに、先進的な取り組
み事例をもとに、都市農業ⅲとして持続可能な
方策を考えてみたいと思います。

２. 多摩地域の農業の現状
　まずはじめに、多摩地域の農業の現状につい
てみてみます。
⑴耕地面積
　多摩地域は、戦後の高度経済成長期からバブ
ル期にかけて、東京都心部のベッドタウンとし
て急速に発展してきました。それに伴い、多摩
地域の農地は減少の一途をたどり、耕地面積は
1970年から2000年の30年間で約半減してしまい
ました（図表３）。

　なお、2010年の多摩地域における耕地面積は、
5,863haとなっており、東京都全体の耕地面積
の４分の３以上を占めています（図表４）。

⑵農家数
　農家数も同様に減少傾向にあり、多摩地域
データブック（自治調査会発行）によると、多
摩地域の総農家数は、1970年は26,563戸でした
が、2010年には10,196戸まで減少しています。
そのうちの半数は、自給的農家ⅳであり、残り
半数を占める販売農家ⅴも、大部分が家族経営
的なものとなっています。
　また、2010年の経営耕地ⅵ面積規模別の農家
数（経営体）は、１ha未満が全体の81.8％を占め、
全国平均（55.5％）の割合を大幅に上回ってお

り、経営規模においても小規模となっています
（図表５）。

⑶農産物及び出荷先
　2010年の多摩地域の農産物について、販売金
額の１位部門の割合をみてみると、通常の畑で
栽培される「露地野菜」が55.0％を占め、次い
で「果樹類」が17.4％、「花き・花木」が11.4％
となっています。その一方で、ビニールハウス
などで栽培される「施設野菜」については4.1％
となっており、「露地野菜」と比べ低い割合に
なっていることがわかります（図表６）。

　次に、農作物の出荷先についてみてみると、
「消費者に直接販売」が63.9％を占め、「卸売市
場」（24.5％）や「農協」（24.0％）を大きく上回っ
ています（図表７）。

　直接販売する方法としては、一般的に農産物
直売所がメインとなっており、多摩地域には
2013年６月現在、ＪＡ東京グループが運営して
いるものだけでも46施設（北多摩22施設、南多
摩15施設、西多摩９施設、自治調査会調べ）あ
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図表１　先進諸国の食料自給率ⅰ（カロリーベース）

図表２　市民農園の開設数の推移ⅱ

図表４　東京都の地域別耕地面積割合（₂010年）

図表５　経営耕地面積規模別農業経営体数（₂010年）

図表３　多摩地域における耕地面積の年次推移

図表６　農産物販売金額の１位部門（₂010年）

図表７　農産物出荷先別延べ経営体数（₂010年）
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